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  4 
	 また、第4章における調査対象者が、インターネットの普及を後天的に経験した者たちである点に
留意せねばならない。すなわち、現在の小・中学生など、はじめから多様なメディア環境に置かれ、
SNS への拒否感などを抱かない、いわばインターネット・ネイティヴ世代にとって、地方局を含む地
方メディアがどのような機能を有するのか、今後検討されねばならない。	
論文審査結果の要旨 
 
本研究は，人口減少と視聴者の流動化という社会状況のなかで，民放地方テレビ局の持続可能
性を担保する民放構造規制のあり方について，事業者と視聴者の実情を踏まえつつ，横断的な方
法により検証したものであり，以下の 5章から構成される． 
第 1 章は，議論の前提として，先行研究の分析により本研究の位置づけを明らかにするととも
に，人口減少が放送に与える影響と，本論文で扱う論点について整理している．特に，民放構造
規制の趣旨たる放送の「地域性」について，歴史的検証から，本研究における考え方を提示して
いる． 
第 2章は，東北地方に所在する 22の事業者を対象としたアンケート調査から，制度と実情のミ
スマッチを明らかにしている．調査により，各事業者が「地域密着」を実現しようとする高い意
識を有する一方で，それを支える政策の不存在と，事業の同型化が確認された．また，県域外へ
の情報発信を行おうとする事業者について，その効果が不明で，制度的支援もなされていないこ
とを指摘した． 
第 3章では，「地域密着」業務を実施する際，事業者が意思決定において直面する内的課題につ
いて検証するため，社会学的新制度論に属する「制度的同型化」の視座から，全国 99の民放地方
テレビ局に対して，アンケート調査を実施した．これにより，第 2 章で指摘した事業の同型化に
ついて，その原因を示すとともに，規模の大きい基幹局とそれ以外の事業者において，同型化の
態様に差が生じていることを明らかにした．第 3 章は，事業者が住民のニーズや受容様式を把握
できておらず，自身の独自性について，自己判断が困難になっていることが同型化に関する喫緊
の課題である旨指摘した． 
第 4 章では，民放地方テレビ局の長期的な持続可能性を担保するために，視聴者の流動化，と
りわけ人口の国内移動とメディア利用の関係について検討した．リキッド・モダニティとモビリ
ティ・スタディーズの理論を出発点に，20名に対するインデプスインタビュー調査を実施し，M-GTA
による結果の分析から，地方メディアの利用において「情報の需給に関するループ」が生じてい
る場合，地方メディアへの距離感や印象が内在化され，それが移動後にも維持されることが明ら
かになった． 
第 5 章は，本論文の結論として，各調査で明らかになった知見と学術的意義を整理するととも
に，それらから得られた政策的含意を基礎として，「地域の実情に応じうる制度」，「地方局による
情報収力を強化する制度」，「地方局の制作力・発信力を強化する制度」という三種類の方向性に
おいて，具体的な政策を提言している． 
以上本論文は，事業者と視聴者の実情から，現行制度の限界を指摘するとともに，実効的な民
放構造規制の展望を示したものであり，人口減少と地方分権の進展する現代における意義が大き
い．さらに，民放地方テレビ局の経営基盤強化に深く関わる民放構造規制のあり方について，分
野横断的かつ実証的な方法により分析を行ったことは，新規性・独自性といった観点から高く評
価できる．本研究は，メディア法，オーディエンス研究，放送制度論，公共政策論，社会学，政
治学など多分野にまたがる極めて学際的な研究であって，人間社会情報科学の発展に寄与すると
ころが少なくない． 
よって，本論文は，博士（学術）の学位論文として合格と認める． 
